
指定給水装置工事事業者の新規指定・指定更新の申請を行う場合のチェックリスト
　
宮崎市上下水道局指定給水装置工事事業者として指定を受けようとする場合（更新を含む）は、以下の手続きにより申請を行って下さい。

１．指定の基準
　・以下の基準のいずれにも該当することが、指定の条件です。

①　事業所ごとに厚生労働大臣の国家資格の免状を所有する給水装置工事主任技術者（以下「主任技術者」という。）として選任されることとなる者を置くこと。

②　次に定める機械器具を有すること。

イ　金切りのこその他の管の切断用の機械器具

ロ　やすり、パイプねじ切り器その他の管の加工用の機械器具

ハ　トーチランプ、パイプレンチその他の接合用の機械器具

ニ　水圧テストポンプ

③　次のいずれにも該当しないものであること。

　イ　心身の故障により給水装置工事の事業を適正に行うことができない者として厚生労働省令で定めるもの
　ロ　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
　ハ　法に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者
ニ　指定を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない者

ホ　その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者
ヘ　法人であって、その役員のうちにイからホまでのいずれかに該当する者があるもの
２．申請書類及び記入方法
・指定更新の場合も同様

・個人・法人で添付書類が違うので要確認
・赤字の書類については、様式有り（ホームページに掲載）

　　□　様式第１　指定給水装置工事事業者指定申請書（表・裏）
　　・システム入力に必要なため、会社名・代表者名の読みがな、住所には郵便番号、また空きスペースに

電話番号とFAX番号を必ず記入してください。

＊　申請者　個人：氏名又は名称、住所

　　　　　　法人：名称、所在地及び代表者

＊　役員　　個人：記入しない

　　　　　　法人：代表取締役及び役員全員（監査役含む）の氏名

＊　事業の範囲

・定款及び登記事項証明書に記載されている内容と原則として一致すること。

・「給水装置工事一式」等の給水装置工事を行う旨を明記。

＊　事業所の名称及び所在地

・本市で給水装置工事を施工する事業所の名称と所在地を記入。

・２箇所以上の事業所を所有する場合は、欄を代えて事業所ごとに記入。

＊　主任技術者

・厚生労働大臣の国家資格の免状を所有するものを全員記入。

３．添付書類
　□　様式第２　誓約書
・指定を取消され２年経過しない、不正・不誠実な行為をするおそれがある者でない内容

□　様式第３　給水装置工事主任技術者選任・解任届出書
□　機械器具調書
・「管切断用」「管加工用」「管接合用」「水圧テストポンプ」の種別ごとに記入

□　厚生労働大臣が発行した主任技術者免状の写し

・当該事業所で選任する主任技術者全員分・名前の読みと性別を必ず記入
□　写真
・事業所名が入った看板・事務所外観及び内部・機械器具調書にある機械器具類

●　個人事業者の場合は以下を追加

□  住民票（原本）

●　法人事業者の場合は以下を追加

□　登記簿謄本又はその記載事項証明書

□　定款の写し

・「この写しは原本と相違ありません」日付・会社ゴム印・会社印で自己認証
●　指定更新時の確認事項に関する様式（指定更新時のみ）

　　□　様式１号【指定更新時確認事項】
・宮崎市上下水道局が実施している指定給水装置工事事業者講習会の受講状況（過去５年以内）

・指定給水装置工事事業者の業務内容

　　□　様式２号【指定更新時確認事項】
・給水装置工事主任技術者等の研修受講実績（過去５年以内）

　　□　様式３号【指定更新時確認事項】
・過去1年以内の給水装置工事に主に従事した適切に作業を行うことができる技能を有する者の状況

４．手数料等
□　新規指定の審査手数料20,000円　

□　指定更新の審査手数料10,000円

□　宮崎市水道事業関係例規集代（１冊分）2,000円
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